
介介護護保保険険制制度度
介護保険は、介護を必要とする人をみんなで連帯して支える制度
で、40歳からの加入となります。

第1号被保険者 第2号被保険者
65歳以上の人

市町村ごとに介護が必要と判断
された場合に介護サービスが受
けられます。また総合事業のう
ち、一般介護予防事業は全ての
方が対象となります。

40歳～65歳未満の人

加齢に伴って生ずる特定の疾病が
原因で介護が必要になった場合
に、介護サービスが受けられます。

介護サービス利用の流れ

介護予防・生活支援
サービス事業

要介護認定申請
チェックリスト

※第１号被保険者（65歳以上の人）
が対象です

要介護認定

一般介護予防事業
※全ての６５歳以上が利用可能

認定調査
医師の意見書等

※明らかに要介護
認定が必要な場合

※

予防給付
サービス

介護給付
サービス

◎施設サービス
◎居宅サービス
◎地域密着型
サービス

◎介護予防サービス
◎地域密着型
介護予防サービス

相談
（各市町村の窓口）

要介護認定該当

非該当

◎訪問介護
◎通所介護
◎生活支援サービス 等
（リハビリ、口腔ケア等を含む

◎介護予防普及啓発事業
◎地域介護予防活動支援事業

等

要支援１、要支援２要介護１～要介護５
介護予防・生活支援
サービス事業対象者

非該当

総合事業

・要介護1～5の人も利用できる場合があります。

介護保険事業運営

介護保険事業は40歳以上の人が支払う保険料と公費で運営されま
す。サービスを利用した場合には、原則利用料の1割または2割（現
役世代並み所得の人は3割）を負担することになります。

サービス事業者 等
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国保連合会
（審査委員会）

保険料 保険料

年金から天引き
（または個別徴収）
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※総合事業のうち一般介護予防事業については、国保
連合会を介さず事業者が直接市町村に請求します。
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